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１ 学校の適正規模・適正配置を考える背景 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小中学校の学級数の標準 

１２～１８学級 
（学校教育法施行規則第 41・79 条） 

全国の公立小中学校 

約半数が標準規模にない 

進行する少子化（出生数減） 
Ｈ19    Ｈ24    Ｈ29 

約 109 万人 約 104万人 約 95 万人 

集団による多様な学習機会の 

確保に影響 

新学習指導要領の推進に 

影響 

文部科学省 

【公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引】 
平成２７年 策定 

◎学校の適正規模・適正配置の考察ポイントを整理 

◎市町村による検討を促進（Ｈ34までに検討実施 100％） 

砂川市の小中学校 
（平成 30 年度） 

いずれの学校も 

標準規模に満たない 
 

【２学級】 

 砂川小 ２・３・４・６学年 

【３学級】 

 砂川中 １～３学年 

【複式学級】 

 北光小 ３・４学年 

※他全て１学年１学級 

 

砂 川 市 の 小 中 学 生 の 現 状 （ 平 成 ３ ０ 年 度 ）

級 児 級 児 級 児 級 児 級 児 級 児 級 児 級 児

砂 川 1 28 2 41 2 42 2 43 1 40 2 46 10 240 4 5

豊 沼 1 9 1 14 1 18 1 14 1 16 1 14 6 85 3 6

中 央 1 22 1 26 1 21 1 31 1 28 1 30 6 158 4 6

空 知 太 1 17 1 17 1 18 1 22 1 25 1 19 6 118 4 6

北 光 1 9 1 10 7 1 7 1 5 1 8 5 46 4 4

計 5 85 6 108 5 106 6 117 5 114 6 117 33 647 19 27

※ 北 光 小 学 校 3・ 4年 生 は 複 式 学 級

級 生 級 生 級 生 級 生 級 生

砂 川 3 88 3 93 3 96 9 277 2 10

石 山 1 37 1 38 1 38 3 113 1 1

計 4 125 4 131 4 134 12 390 3 11

Ｈ 3 0 . 4 . 1 0現 在 ／ 単 位 ： 学 級 ・ 人

特 別 支 援

【 小 学 校 】

【 中 学 校 】

特 別 支 援

１ 学 年 ２ 学 年 ３ 学 年 計

１ 学 年 ２ 学 年 ３ 学 年 ４ 学 年 ５ 学 年 ６ 学 年 計
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２ 学校統合（編制）のあゆみ 
 

 

 

 

 

 

【小学校の統合】 

統合時期 統 合 校 統合後の学校 校  舎 

昭和 60 年 4月 
砂川小学校 （973） 

砂川小学校 （885） 既設校舎利用（砂川小の歴史継続） 
宮城の沢小学校 （8） 

昭和 62 年 4月 
北光小学校 （155） 

北光小学校 （151） 
昭和 61 年建設 

（既設校舎利用＝北光小の歴史継続） 一の沢小学校 （3） 

平成元年４月 
豊沼小学校 （219） 

豊沼小学校 （270） 
既設校舎利用（豊沼小の歴史継続） 

その後、平成４年築 江陽小学校 （57） 

平成元年４月 
空知太小学校 （282） 

空知太小学校 （303） 
既設校舎利用（空知太小の歴史継続） 

昭和 63 年に改築 富平小学校 （11） 

平成３年４月 
中央小学校 （202） 

中央小学校 （313） 平成 3 年築 
焼山小学校 （40） 

 

【中学校の統合】 

統合時期 統 合 校 統合後の学校 校  舎 

平成７年 4月 
砂川中学校 （393） 

砂川中学校 （514） 平成７年築 
豊沼中学校 （154） 

〔参考〕 

昭和 45 年 1月 

北光中学校 （123） 
石山中学校 （189） 既設校舎利用後、昭和 46 年に新築 

空知太中学校 （87） 

・小学校は昭和２５年に現在の前進となる１０校に、同じく中学校では昭和４５年に砂川・豊沼・石山の３校に 

・児童生徒数は小学生で昭和３４年（５,５３２人）、中学生で昭和３７年（２,９３７人）をピークに、その後減少の一途を辿る 

・昭和５８年度に６年後の児童生徒数を見据えて、学校統合の議論を開始 

・昭和６０年から平成７年にかけて学校統合が進められ、現在の形態に 

・ 
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中 央 小 空 知 太 小

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

25年 度 17 2 3 4 0 6 1 1 1 7 5 1 5 2 0 8 9 1 7 3 5 8 3 9 6 3 1 0 2

2 6年 度 16 2 2 3 8 8 9 1 7 7 1 5 2 2 1 0 7 1 7 6 5 1 1 4 7 5 8 1 0 5

2 7年 度 16 1 5 3 1 7 1 2 1 9 9 8 1 7 6 4 1 0 7 3 1 0 4 5 4 2 8 7

2 8年 度 10 1 6 2 6 8 5 1 3 1 0 9 1 9 5 7 1 2 7 4 1 1 4 0 4 1 8 1

2 9年 度 19 1 9 3 8 6 5 1 1 1 0 9 1 9 1 0 8 1 8 1 1 3 1 4 5 6 4 4 1 0 0

砂 川 小 豊 沼 小 北 光 小 合 計出 生

年 度

単 位 ： 人

 

1 5年 度

1 6年 度

1 7年 度

1 8年 度

1 9年 度

2 0年 度

2 1年 度

2 2年 度

2 3年 度

2 4年 度

2 5年 度

2 6年 度

2 7年 度

2 8年 度

2 9年 度

女 計 人 数 率 人 数 前 年 比

出 生

年 度

学 年 等

(30年 4月 ま た

は 30年 度 中 )

出 生 人 数 前 年 比 人 口 に 占

め る 新 生

児 の 割 合

市 の 人 口

世 帯 数

男

単 位 ： 人 ・ 世 帯

中 3 6 9 8 5 1 5 4 - 2 - 1 . 3 % 0 . 8 % 2 0 , 3 6 2 - 1 . 0 % 8 , 9 9 0

9 , 0 4 7

中 1 6 5 6 9 1 3 4 - 8 - 5 . 6 % 0 . 7 % 2 0 , 0 4 3 - 0 . 7 % 9 , 1 1 4

中 2 7 9 6 3 1 4 2 - 1 2 - 7 . 8 % 0 . 7 % 2 0 , 1 7 5 - 0 . 9 %

9 , 1 1 4

小 5 5 7 5 8 1 1 5 - 2 1 - 1 5 . 4 % 0 . 6 % 1 9 , 5 6 2 - 1 . 0 % 9 , 1 2 0

小 6 7 8 5 8 1 3 6 2 1 . 5 % 0 . 7 % 1 9 , 7 6 3 - 1 . 4 %

9 , 1 6 4

小 3 5 6 5 2 1 0 8 - 1 8 - 1 4 . 3 % 0 . 6 % 1 9 , 1 5 0 - 1 . 0 % 9 , 1 2 3

小 4 6 4 6 2 1 2 6 1 1 9 . 6 % 0 . 7 % 1 9 , 3 4 9 - 1 . 1 %

小 2 5 5 6 3 1 1 8 1 0 9 . 3 % 1 8 , 9 7 6 - 0 . 9 % 9 , 1 2 1

小 1 5 9 5 3 1 1 2 - 6 - 5 . 1 %

4歳 4 7 5 8 1 0 5 3 2 . 9 %

5歳 3 9 6 3 1 0 2 - 1 - 1 . 0 %

6歳 5 4 4 9 1 0 3 - 9 - 8 . 0 %

1歳 5 6 4 4 1 0 0 1 9 2 3 . 5 %

0 . 5 % 1 7 , 6 3 9 - 1 . 5 %

2歳 4 0 4 1 8 1 - 6 - 6 . 9 %

3歳 4 5 4 2 8 7 - 1 8 - 1 7 . 1 %

0 . 6 % 1 7 , 1 8 5 - 1 . 3 %

9 , 0 4 1

9 , 0 7 0

0 . 6 % 1 8 , 7 4 0 - 1 . 2 % 9 , 1 2 5

0 . 6 %

8 , 8 9 0

0 . 5 % 1 7 , 4 0 6 - 1 . 3 % 8 , 9 1 6

8 , 9 8 3

0 . 6 % 1 7 , 9 0 7 - 1 . 8 % 9 , 0 0 0

0 . 6 % 1 8 , 4 4 4 - 1 . 6 %

0 . 6 % 1 8 , 2 3 5 - 1 . 1 %

 

男 女 計 構 成 比 男 女 計 構 成 比 男 女 計 構 成 比 男 女 計 男 女 計

0 ～ 9 歳 7 5 9 7 5 1 1 , 5 1 0 7 . 7 % 6 0 7 6 1 1 1 , 2 1 8 6 . 6 % 5 0 5 5 0 5 1 , 0 1 0 5 . 9 % - 3 . 6 % - 3 . 7 % - 3 . 7 % - 3 . 8 % - 3 . 8 % - 3 . 9 %

1 0 ～ 1 9 歳 8 3 5 8 0 1 1 , 6 3 6 8 . 4 % 8 0 1 7 5 4 1 , 5 5 5 8 . 4 % 7 2 8 6 8 9 1 , 4 1 7 8 . 2 % - 1 . 9 % - 1 . 8 % - 1 . 8 % - 1 . 3 % - 1 . 4 % - 1 . 3 %

2 0 ～ 2 9 歳 8 8 0 8 9 4 1 , 7 7 4 9 . 1 % 7 7 7 7 9 4 1 , 5 7 1 8 . 5 % 6 7 8 6 5 5 1 , 3 3 3 7 . 8 % - 2 . 7 % - 3 . 7 % - 3 . 2 % - 2 . 5 % - 3 . 1 % - 2 . 8 %

3 0 ～ 3 9 歳 1 , 0 5 4 1 , 1 1 7 2 , 1 7 1 1 1 . 1 % 9 4 0 9 3 4 1 , 8 7 4 1 0 . 2 % 7 7 6 7 6 5 1 , 5 4 1 9 . 0 % - 3 . 8 % - 3 . 9 % - 3 . 8 % - 3 . 0 % - 3 . 7 % - 3 . 3 %

4 0 ～ 4 9 歳 1 , 0 5 2 1 , 1 0 7 2 , 1 5 9 1 1 . 0 % 9 8 8 1 , 0 9 3 2 , 0 8 1 1 1 . 3 % 1 , 0 2 2 1 , 0 4 8 2 , 0 7 0 1 2 . 0 % 0 . 7 % - 0 . 8 % - 0 . 1 % - 0 . 3 % - 0 . 6 % - 0 . 4 %

5 0 ～ 5 9 歳 1 , 4 2 8 1 , 5 5 4 2 , 9 8 2 1 5 . 2 % 1 , 1 5 0 1 , 2 2 5 2 , 3 7 5 1 2 . 9 % 1 , 0 0 5 1 , 1 0 1 2 , 1 0 6 1 2 . 2 % - 2 . 7 % - 2 . 1 % - 2 . 4 % - 3 . 4 % - 3 . 3 % - 3 . 4 %

6 0 ～ 6 9 歳 1 , 3 3 0 1 , 6 7 2 3 , 0 0 2 1 5 . 3 % 1 , 4 2 7 1 , 6 7 5 3 , 1 0 2 1 6 . 8 % 1 , 3 2 5 1 , 4 9 4 2 , 8 1 9 1 6 . 4 % - 1 . 5 % - 2 . 2 % - 1 . 9 % 0 . 1 % - 1 . 1 % - 0 . 6 %

7 0 ～ 7 9 歳 1 , 2 3 2 1 , 5 0 0 2 , 7 3 2 1 4 . 0 % 1 , 1 6 3 1 , 5 2 4 2 , 6 8 7 1 4 . 6 % 1 , 1 1 5 1 , 5 0 7 2 , 6 2 2 1 5 . 3 % - 0 . 8 % - 0 . 2 % - 0 . 4 % - 1 . 0 % 0 . 1 % - 0 . 4 %

8 0 ～ 歳 5 6 0 1 , 0 3 6 1 , 5 9 6 8 . 2 % 7 1 3 1 , 2 6 8 1 , 9 8 1 1 0 . 7 % 8 2 6 1 , 4 4 1 2 , 2 6 7 1 3 . 2 % 3 . 0 % 2 . 6 % 2 . 8 % 4 . 2 % 3 . 7 % 3 . 7 %

9 , 1 3 0 1 0 , 4 3 2 1 9 , 5 6 2 1 0 0 . 0 % 8 , 5 6 6 9 , 8 7 8 1 8 , 4 4 4 1 0 0 . 0 % 7 , 9 8 0 9 , 2 0 5 1 7 , 1 8 5 1 0 0 . 0 %

単 位 ： 人 （ 年 度 末 ）

2 4年 度 29年 度 過 去 10年 間 の 平 均 増 減 率過 去 5年 間 の 平 均 増 減 率

計

1 9年 度

３ 出生数の推移と年齢階級別人口 
 

                                      ■市内出生数の推移 

 

 

 

 

■小学校区別の出生数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢階級別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ 北海道の統計上では“母親となる年齢階級”は 20～39歳が 95％。一概には言えないが、当該階級の増減は出生数に大きく影響するものと考える。 

・出生数は減少傾向が続いている 

・出生数は人口総数の増減に概ね比例している 

・出生数の多い学校区は砂川小学校で約３６％ 
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４ 小中学校 児童生徒数の将来推計 
 

 

 

 

 

 

 

 

（１）市内新生児が市内小中学校に入学する割合 

 ■小学校 平均 約７１％ 

 ■中学校 平均 約６８％ 

 

（２）市内新生児の市内小中学校入学前の転出割合 

 ■小学校 平均 約２９％ 

 ■中学校 平均 ３２％ 

 

（３）新入学児童生徒の転入者の構成割合 

 ■小学校 平均 約２５％ 

 ■中学校 平均 約２８％ 

 

（４）入学から卒業までの児童生徒数の変動 

 ■小学校 平均 約１.２ポイント減 

 ■中学校 平均 約０.４ポイント減 

 

 

 

 

 

 

予測推移 

 

【 小 学 校 】

通 常 2 4 0 2 2 4 2 1 1 2 0 0 1 8 9 1 7 0 1 7 6

特 支 5 5 5 5 5 6 6

通 常 8 5 8 2 7 9 8 0 7 6 7 3 7 3

特 支 6 5 6 4 5 5 4

通 常 1 5 8 1 4 6 1 3 8 1 2 9 1 2 8 1 1 8 1 1 7

特 支 6 7 7 6 5 5 4

通 常 1 1 8 1 1 7 1 0 6 1 0 0 9 6 9 2 9 3

特 支 6 5 5 5 3 3 4

通 常 4 6 4 8 5 1 5 2 5 9 5 9 6 0

特 支 4 4 4 4 3 3 3

通 常 6 4 7 6 1 7 5 8 5 5 6 1 5 4 8 5 1 2 5 1 9

特 支 2 7 2 6 2 7 2 4 2 1 2 2 2 1

【 中 学 校 】

通 常 2 7 7 2 6 8 2 5 6 2 5 3 2 4 5 2 4 3 2 1 5

特 支 1 0 7 5 9 1 0 1 0 8

通 常 1 1 3 1 0 1 9 2 8 3 8 1 7 8 7 5

特 支 1 2 2 4 6 7 6

通 常 3 9 0 3 6 9 3 4 8 3 3 6 3 2 6 3 2 1 2 9 0

特 支 1 1 9 7 1 3 1 6 1 7 1 4

2 8 7

1 1 4

4 0 1

単 位 ： 人

単 位 ： 人

3 0年 度

2 4 5

9 1

1 6 4

1 2 4

5 0

6 7 4

8 1

計 3 7 8 3 5 5 3 4 9 3 4 2 3 3 8 3 0 4

石 山 中 10 3 9 4 8 7 8 7 8 5

3 5年 度 3 6年 度

砂 川 中 27 5 2 6 1 2 6 2 2 5 5 2 5 3 2 2 3

3 0年 度 3 1年 度 3 2年 度 3 3年 度 34年 度

6 4 3 6 1 2 5 8 5 5 6 9 5 3 4 5 4 0

砂 川 小

豊 沼 小

中 央 小

空 知 太 小

北 光 小

計

31年 度 32年 度 33年 度 34年 度 35年 度 36年 度

5 2 5 5 5 6 6 2 6 2 6 3

1 2 2 1 1 1 1 0 5 9 9 9 5 9 7

1 5 3 1 4 5 1 3 5 1 3 3 1 2 3 1 2 1

1 8 2

8 5 8 4 8 1 7 8 7 7

2 2 9

8 7

2 1 6 2 0 5 1 9 4 1 7 6

◇出生数と新入学児童の関係（小学校の例） 

 出生１００人－転出２９人+転入２４人＝入学９５人 

 ※中学入学者は〔新入学児童×９８.８％×９７％〕 

30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 36 年度 

小学生 674 → 643 → 612 → 585 → 569 → 534 → 540 

中学生 401 → 378 → 355 → 349 → 342 → 338 → 304 

計 1,077 → 1,021 → 967 → 934 → 911 → 872 → 844 

（人） 
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５ 課題と考察のポイント 
 

 

 

 

 

 

 

【校舎等】 

砂川小 
昭和４８年建設 

平成２２年耐震化工事 

 

２校と３校で、
校舎、教室、校内
のスペース、グラ
ウンド等におい
て環境の違いが
生じている 

空知太小 
昭和６３年改築 

平成２２年耐震化工事 

 

北光小 昭和６１年建設 

中央小 平成３年建設 

豊沼小 平成４年建設 

 

石山中 
昭和４６年建設 

平成２２年耐震化工事 

 校舎、教室、校
内のスペース、グ
ラウンド等にお
いて環境の違い
が生じている 

砂川中 平成７年建設 

 

【スクールバス】 

 ・適正配置の検討において、スクールバスの運用が必要 

① 小中学校の児童生徒が同じ環境で学び均一な教育活動を行うことが望ましい 

② 現状では必ずしも同じ学び舎になっていない部分があり、その統一性は学校適正配置を考えるとき重要な項目 

ハード面の課題 
 

【小中一貫教育の検討】 

・「特別教科道徳」、「外国語活動」「英語」、「総合的な学習の時間」につ 
いて、小学校から中学校へスムーズにつなげることができる 

・小中一貫教育の実現で、幼保連携を推進し、児童が小学校に不安なく
入学して、さらに中１ギャップ解消の環境を整えることができる 

・より充実した中学校教育を支えるためには、小学校段階の教育が統一
され、同じベースでスタートすることが効果的である 

・砂川高校との連携を推進することで、市内児童生徒が地元高校の特性
を理解することができる環境を整えられる 

 

【コミュニティ・スクールの検討】 

 ・学校と地域が一体感をもって学校経営を推進する必要がある 

 

【特別支援教育の充実】 

 ・小学校に配置されている通級指導学級（ことばの教室）の充実 
 ・中学校の通級指導学級の設置の検討 

 

【専門指導を行う教員の確保】 

・小学校外国語科等の専門の教員を配置し、教育の質の向上を図る 
・英語指導助手の２名体制を維持し、適正配置後に充実したＡＬＴ活動
を確保 

ソフト面の課題 
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６ 市内小中学校の概況 
 

※資料出典：学校施設台帳（H30.5.1 現在） 

■小学校 

 現校舎完成 
普通 

教室 

特別 

教室 
建物敷地 グラウンド 校舎 体育館 

建物敷地＋ 

グラウンド 

砂川小学校 
昭和４８年１０月 
※平成 22 年度耐震化工事 

１５室 ９室 13,863 ㎡ 16,962 ㎡ 4,648 ㎡ 1,415 ㎡ 30,825 ㎡ 

豊沼小学校 平成４年５月 ８室 ７室 17,219 ㎡ 17,140 ㎡ 3,743 ㎡ 1,288 ㎡ 34,359 ㎡ 

中央小学校 平成３年２月 １０室 ７室 19,902 ㎡ 17,374 ㎡ 3,814 ㎡ 1,292 ㎡ 37,276 ㎡ 

空知太小学校 
昭和６３年１２月(改築) 
※平成 22 年度耐震化工事 

１０室 ８室 10,248 ㎡ 11,381 ㎡ 3,437 ㎡ 1,292 ㎡ 21,629 ㎡ 

北光小学校 昭和６１年１２月 ９室 ５室 13,652 ㎡ 14,438 ㎡ 2,176 ㎡ 1,023 ㎡ 28,090 ㎡ 

 

■中学校 

 現校舎完成 
普通 

教室 

特別 

教室 
建物敷地 グラウンド 校舎 体育館 

建物敷地＋ 

グラウンド 

砂川中学校 平成７年３月 １２室 １５室 22,288 ㎡ 23,610 ㎡ 6,695 ㎡ 1,903 ㎡ 45,898 ㎡ 

石山中学校 
昭和４６年９月 
※平成 22 年度耐震化工事 

５室 １３室 16,727 ㎡ 17,691 ㎡ 3,301 ㎡ 1,237 ㎡ 34,418 ㎡ 
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７ スクールバスの概況 
 

（１）スクールバス運営に係る一般的な考え方              （２）管内のスクールバス運行状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

対応案

1 業 務委託 〇 人員確保等の問題がなく安定した運営ができる

〇 専門的なノウハウにより安全性が向上

2 自 家用・無償 〇

〇 児童生徒に金銭（金券）を持参させなくて済む

〇 無償運行は法の規制を受けないため、より地域の実

情を反映できる

〇 有償の場合は公平な運賃や運行基準の設置が困難と

考えられる

3 な し（貸切型） 〇

4 原 則なし 〇 大型車両は納車に約２年を要す

〇 車庫等、別途費用が発生する可能性がある

〇 業者のバスであれば日中、会社で有効活用もできコ

スト低減にも繋がる

※ 事前に想定される事業所などに照会し、状況によっ

てはバス購入もあり得る

5 10～ 53人 乗 ※ 廃校の校数や対象児童・生徒により合わせて設定

複数台 ※ 効率性によっても変動

6 原 則なし 〇 従来の通学路以外を歩行する可能性もあり危険と判断

〇 一般との混乗や混雑状況により安全性に疑問がある

7 小 学４㎞超 〇 国が示す基準を適用

中学６㎞超

8 国道及び幹線 〇

9 往 路　１回 〇 通学時間を最低限にするため往路は１回

復路２～ 4回 〇

10 原 則なし 〇 起点は、廃校舎　（旧廃校含む）

〇

11 原 則なし 〇

〇 休日は学校の全体行事のみ運行する

走行ルート

（便数）

説　明

バスの規模・

台数

運行回数

原則、事故防止や緊急停止の観点から、幅員の広

い、国道及び幹線を走行

利用は利用者の意思に基づくものではなく受益の扱

いにはならない

復路は、小学校の低・高学年の別、中学校の部活を

考慮し複数回に

児童生徒の安全性確保及び所期の目的の達成を確実

にするため、一般の混乗型としない

（ 状 況 判 断 ）

※ 購 入 も あ り

対象範囲

運営方法

バスの購入

運営区分

（ 起 点 ： 廃 校 と

　 　 　 な る 学 校 ）

停留所は安全性や通学時間を考慮し、原則なし（学

校まで直行）

公平性や運営費用を考慮し、あくまで通学用として

整理

項　目

休日運行

停留所

一般利用

路線バスの併用

 

運 行
対 象

校 数

利 用

者 数
運 行

利 用

者 数

22 1,349 18 662

小 学 校 中 学 校
利 用 料

（ 運 賃 ）

1台 当 り

平 均

走 行 距 離市 町
対 象

校 数

Ｌ ×

Ａ ○ 1 127 ○ 1

砂 川 市 × ×

18㎞

Ｂ ○ 2以 上 223 ○ 2以 上 102

69 9 無

18 無 不 明

Ｃ ○ 2以 上 47 ○ 2以 上 1 3㎞

Ｄ ○ 2以 上 29 ○ 2以 上 22

56 12 無

5 無 31㎞

Ｅ ○ 2以 上 46 × 18㎞

Ｆ ○ 1 99 ×

4 無

1 無 16㎞

Ｇ ○ 2以 上 73 ○ 1 3 0㎞

Ｈ ○ 1 49 ×

13 5 無

1 無 10㎞

Ｉ ○ 2以 上 44 ○ 2以 上 1 9㎞

Ｊ ○ 1 87 ○ 1 39

98 8 無

3 無 21㎞

Ｋ ○ 1 19 ○ 1 1 5㎞

Ｍ ○ 1 91 ○ 1 56

7 2 無

×

5 無 20㎞

Ｎ ○ 2以 上 49 ○ 1 3 6㎞

Ｏ ○ 2以 上 47 ○ 1 16

61 5 無

6 無 16㎞

Ｐ ○ 1 44 ○ 1 3 2㎞

Ｑ ○ 1 34 ○ 1 16

22 3 無

2 無 22㎞

Ｒ ○ 1 74 ○ 1 2 7㎞

Ｓ ○ 1 38 ○ 1 8

31 4 無

2 無 40㎞

Ｔ ○ 1 14 ○ 1 1 4㎞

Ｕ ○ 1 58 ○ 1 9

4 2 無

3 無 14㎞

Ｖ ○ 1 24 × 60㎞

Ｗ ○ 1 33 ○ 1 33

3 無

6 無 60㎞

バ ス の

台 数

調 査 基 準 日 ： Ｈ 30.4.10　 （ 単 位 ： 校 ・ 人 ・ 台 ）

計 109
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〔学校教育法施行規則〕 

 第四十一条 小学校の学級数は、十二学級

以上十八学級以下を標準とする。ただ

し、地域の実態その他により特別の事情

のあるときは、この限りでない。 

 （同規則第七十九条で中学校に準用） 

 

８ 参考資料 
 

■学級数の標準規模と学級編制基準 

 

（１）学級数の標準規模 

  昭和２２年、教育基本法及び学校教育法が制定され、戦後の新しい学校制度（6・3・3・4 制） 

 がスタートした９年後の昭和３１年に、学校教育法施行規則（第 41・79 条）により、学級数の 

標準規模が１２～１８学級と定められる。（ただし弾力的な措置も可能） 

 

 

（２）学級編制基準 

  昭和３３年に「公立義務教育諸学校の学級編制 

及び教職員定数の標準に関する法律」が制定され、 

「学級編制の標準」が示された。 

学級数は原則この基準にて決定することとなる。 

 

 

 

 

 

学校の種類 学級編制の区分 
一学級の児童 

又は生徒の数 

小学校 

（義務教育学校の前期

課程を含む。） 

同学年の児童で編制する学級 四十人（第一学年の児童で編

制する学級にあっては、三十

五人） 

二の学年の児童で編制する学級 十六人（第一学年の児童を含

む学級にあっては、八人） 

学校教育法第八十一条第二項及び

第三項に規定する特別支援学級（以

下この表及び第七条第一項第五号

において単に「特別支援学級」とい

う。） 

八人 

中学校 

（義務教育学校の後期

課程及び中等教育学校

の前期課程を含む。） 

同学年の生徒で編制する学級 四十人 

二の学年の生徒で編制する学級 八人 
特別支援学級 八人 

 

※ 北海道教育委員会の基準では、1 学級 40 人の

児童生徒数を基準としている。この基準は、国の

基準(公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員

定数の標準に関する法律)に基づくもの。 

※ 小学校の第 1 学年と第 2 学年及び中学校の第 

1 学年の特例とは、北海道教育委員会が実施する

「少人数学級実践研究事業」に基づき、1 学級 35 

人（中学校は２学級以上で１学級当たりの生徒数

が３５人を超える場合）の児童生徒数による学級

編制となる。 

＊ 適正とされる学校規模は１２～１８学級 


